
お申し込みはこちら 
https://forms.gle/g7dWvrurd9ttNnEVA 

TEL: 073-441-2802 

【お問い合わせ】  

和歌山県商工観光労働部労働政策課 

参加料：無料（通信料は受講者負担） 

時間 各回 

ビデオ会議システム「ZOOM」を
利用したオンラインセミナーです 

木 木 

テレワークの導入を考えてはいるけど、「対象業務の選
び方がわからない」 「具体的な活用方法を知りたい」
等、そんな中小企業様のお悩みに、各分野の専門家
がお答えします！ 

第1回 

Withコロナ時代の「テレワーク」とは? 
～今できる、今すべき、中小企業の導入
ノウハウ～ 

(株）テレワークマネジメント 

代表取締役  田澤 由利氏 

第2回 

テレワークで変わる労務管理 
規則の整備 

林社会保険労務士事務所 

代表 林 剛司氏 

第3回 

対象業務の選定、ルールの整備 
ＩＴツールの紹介、実演 
セキュリティ等の注意点 

(株)Web Ground 

代表取締役 酒井 康行氏 

第4回 第5回 

当日参加できない場合 
オンデマンド視聴も可能！ 
ぜひお申し込みください 

和歌山県 2020年 

定員 各回 名（先着順） 

Ｗ
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WEBセミナー（Live配信） 
     インターネット環境があれば参加可能！（スマホでもOK） 

（ZOOMが使えるか不安な方はお電話ください） 締切日：各回の１週間前まで 



［日程等詳細］ 

９.３（木） 
Withコロナ時代の「テレワーク」とは? 

～今できる、今すべき、中小企業の導入ノウハウ～ 

株式会社テレワークマネジメント 

代表取締役 田澤由利氏 

９.８（火） テレワークで変わる労務管理、規則の整備 
林社会保険労務士事務所  

代表 林 剛司氏 

９.10（木） 
テレワーク導入実践ガイド① 

対象業務の選定、ルールの整備 
株式会社Web Ground 

代表取締役 酒井 康行氏 

９.17（木） 
テレワーク導入実践ガイド② 

ITツール紹介・実演 
株式会社Web Ground 

代表取締役 酒井 康行氏 

９.24（木） 
テレワーク導入実践ガイド③ 

セキュリティ、導入する際の注意点 
株式会社Web Ground 

代表取締役 酒井 康行氏 

  【時間】 各回 講義13:30～14:30  質疑応答14:30～15:30    

    【定員】 各回 30名（先着順）  ※ビデオ会議システム「ZOOM」をご用意ください。 

次回テレワークセミナー予定 

10.26（月） 
和歌山県勤労福祉会館プラザ
ホープ ４階ホール 

県内企業導入事例紹介、個別相談会 等 

※新型コロナウイルス感染症の影響により中止の可能性もございます。詳細等は和歌山県HP等で告知いたします。 

株式会社テレワークマネジメント代表取締役 （兼 株式会社ワイズスタッフ 代表取締役） 
1962年8月17日、奈良県生まれ、北海道在住。 
2008年、柔軟な働き方を社会に広めるために、(株)テレワークマネジメントを設立。東京にオフィ
スを置き、企業等へのテレワーク導入支援や、国や自治体のテレワーク普及事業等を広く実施し
ている。 
同年、日経WOMAN「ウーマン・オブ・ザ・イヤー2009」リーダー部門7位に選出。2015年 総務
省「平成27年度情報化促進貢献個人等表彰」を受賞。2016年「テレワーク推進企業等厚生
労働大臣表彰（輝くテレワーク賞）」個人賞受賞。 

株式会社Web Ground代表取締役、和歌山県よろず支援拠点コーディネーター 
1982年8月2日、和歌山県海南市出身 
2009年Web Ground創業、2012年株式会社Web Groundとして法人化。「活かし育て
る」という理念に基づきWEBサイトの支援を総合的に行っている。 
創業当時からインターネットを活用し、時間と場所に依存しない働き方を実現。最新のITツール
等情報をキャッチアップしながら常に働き方をアップデートしている。 
2017年より和歌山県よろず支援拠点（国が全国に設置した無料の経営相談窓口）にて、中
小企業・小規模事業者の方々に対しIT・WEBの相談対応に尽力している。 

［講師 紹介］ 

田澤 由利 氏 

酒井 康行 氏 

林  剛司 氏 

林社会保険労務士事務所 代表 
1972年11月7日、和歌山県生まれ。 
大手コンピュータ会社に4年間勤務、和歌山県内建設コンサルタントに10年間勤務。その後、
社会保険労務士事務所等で8年間労務管理等に携わる。 
事業規模等に応じたコンピュータやソフトウエアの導入支援も実施しており、これまでの経験を活
かしつつ和歌山に密着した労務管理を提案している。 


